
少子 高 齢化の進行 地 球規模の環境問題の頭在化 情 報通信技lrの高度化など 社 会

経済情勢の変化を背景として 県 民の意識やニーズの標維多様化が進展する一方で 国

地方は厳しい財政状況にあり 地 方分権をはじめとして規制緩和等 様 々な分野で改革が

進められています。

このような中で 地 方分権の時代にふきわしい望かで活力にあわれた魅力ある地域社会

を集くためには、 「自功J「 共助J「 公助Jの 理念のもとに 行 攻だけでなく 地 域で暮

らし 活 動している県民の知忘と力を結集し 県 全体の総合力 い わゆる県民力を高め

「住み良さ日本一Jの 県ぢくりを進めることが五要となつており 「 コミュ■ティ活動J
「ボランティア活動J 「 NPO活 動」など 県 民の自主的 主 体的な県民活動に大きな

期待が青せられております と りわけ 近 年の市町村合併の進展に伴い 新 市町のまらづ

くりの但い手として ま た 地 城の多様な特性を活かした地域づくりの担い手として地域

の住民組織による活動の社会的役割が高まっています。

このため 本 県では  「山日県県民活El促連条例Jに 基づき や まぐち県民活動きらめ

き財団や 山 日県民活動支援セツターをはじめとした関係機関 団 体と密接な連携を因り

ながら 県 民活動団体等の‐―ズに応じた人材育成 財 政支援 情 報提供などの講事業に

取組み 県 民活動の促進に努めてきました

この補果 平 成 17年 6月 末までに 197の NPO法 人が誕生し ま た 県 民活動支援

センターヘの登録団体は平成 17年 3月 末でH3770を 超え 地 域福祉活動 ま ちづくり

活動 環 境保全活動 地 域防災活動など 個 性にあふれた多様な活動が展開されており

県民活動のすそ野は者実な拡がりを見ています。

今後においては こ うした県民活動団体の能力をより効果的に発揮できる環境づくりを

進め 県 昆活動の一層の発展を図ることが重要となっており こ のためには 県 民活動団

体と行成が対等なパー トナーシップのもとで 降 働事業を積極的に展開することが久くこ

とのできない要業となるものと考えられます。

こうしたことから こ れまで 県 民活動促進期間を中いとして晋及啓発に努めたほか

県民活動団体と行政とが対等な立場で相互に尊重し 協 力して 「脇駒Jを 進めるために作

成した 「県民活動団体との協働に関するガイ ドプックJを 活用して 研 修会や情報交換会

を実施するなど  「協働Jの 推進に向けた取組みを進めてきました。

平成 17年 度においても 関 係機関や団体との連携のもとに 普 及啓発や人材育成 財

政支援年に3き 統き努めるとともに 県民活動団体が新たな公共サービスの担い手として

また 新 しいまちづくりや地域特性を活かした地域づくりの担い手としての役割を担 ,こ

とができるよう 県 民活動団体を行政とが協駒事業の創設に向けて協議 検討を進める「県

民活動憾働推進事業Jや  県 民活動への参加から多様な 「協駒J事 業の実施までをサポー
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卜する 「県民活動ヨーディネー トシステムJの 構築等に重点的に取り組み  「協切Jの 一

層の推進を図つていくこととしています
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(1)県 民活動への議加携況

県民活動の参加の制台は増加 しており 活 rl分野も 福 祉部門を中心に 国 際交満 環 境 蹴

光 ま ちづくり 文 化 芸 術 教 育部門など多岐にわたつています。また ま ち考くりの推進

健康づくリ リ サイクルなど仕事以外で地域や社会のために活動したことのある人は 県 民の6

46弘 を占めており 前 回調査に1ヒA4ポ イント以 に高くなっています (平成 16年 度時革通信

社調査結果)。 このように多くの県氏が 地 域の挟々なニーズや課題に対はした活動を行ったり

自分の特度を活かした活動を行うなど と 主的 主 体的な県民活動を行つています

しかし 60%近 くの県民が今後も地域や社会のために活動したいと考えている一方で 活 動

に参",できない理由として  「催床や体力に問題があるJや 「活動する時間がない」わ`前回前賛

に続き今日の調査でも大きな割合を占めています こ れを年代,Jにみると 「 健康や体力 tW題

があるJは  60歳 以上の埠民に多く 「 活動する時間がないJは  20歳 代から50歳 代まで

に多くみられます。また ま とんどの年締層が 「何をしてよいかわからな,Jが 高`い割合を占め

ており 前 回調査に'ヒペ 37ポ イント以上高くなっています

県R活 動には 個 人が行うものから団体が行うものまで多様な活動形態があります.ま た 自

分の中技を活かしながら社会参加が可能となるとともに 地 域の特性や生活に根ざしたニーズに

対応した活動により地斌社会の活性化に貢献することができるなど 県 民活動の社会的な役割や

吉義は大きいものがあり 県 民活動を促進する上で そ の役割や意義についての理解をrfめてい

くことぶ井常に重要です

こうしたことから 一 層の普及啓莞活動を行うとともに 健 康や体力に問題があち人などの書

加も考慮した多種多様な活動情llの控供や S齢 者の摩盛や特技を清かした活動rsど県曳一人ひ

とりがそれぞれの個性や実情に応 じた県民活動に参加できる環境づくりを進める必要がありま

す.
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ア 県 民活動支援拠点における

個人登録者数

県域 広 故関係文横拠点及び

市町村の支援センターにおける

個人登録者数はIl加している.

(図1)

なお 値 々の支ぼ拠点によつ

ては 登 録|サ度を採ってい/ 1い

ところもある

イ ボ ランティアの数

県社会朽社協議会調査による

と 市 町村の社会福祉協議会が

犯担 しているボランティアの数

(摘人生録者数 登録団体の構成

人員教及びその他各社厳が独 自

に把握 しているボランティア数

の合引〕は 平成16年4月1日時点

で約 方 千人 とrtってぃる。

(表,

米参考 (数値日科)

ボランティア活動者数

平成2211度までに40万人
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表 1 ボ ランティアの数

年度 H日 県 全 国

平成 3年 73 919 4 111 6S0

平成 12年 223 020 7 120 950

平成 13年 226 669 7 219 147

平成 14年 231 102 ' 391 017

平成 15年 216 017 7 701 612

平成 16年

(い社会布祉隊議会前末)
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また 県 社会福祉協議会が取

り被つているボランティア活動

保険の加入者数は 平成 13年度

以降は 4万 人を超えている

(図2)

ウ 県民活動挙を行つた県民の

割合

平成13年10月に終務省が実施

した社会生活基本ltB査(5年ごと

に実施)に よると ボ ランティ

テ活動を行った県民の割合 (ボ

ランティア活動の行動者率)は

32%と なっている 全国平均を3

ポイント以上上回つているが

前日調査に比べると割合は減・

ている。(図3)

栄摩考 (数値日標)

社会活動にな力‖した県民の官J合

平成 22年度までに60%

工 仕 事以外の地域活動の状況

(平成 16年5月に時事通信社

が実施した調査 (地城政策情

報 (調査対象 :満 20歳以上の

男女 700人))に よる。)

(7)地域活動への参加青

県民の 141%が 仕事以外の地

域活動に参加 している。 (口4)

男女別では大きな差異はない

が 女 性で 「活動したことがあ

るJ割 合が昨年度に比本″ボイ

ント程度高くなつている

( 図5 )

図2 ボ ランティア活動保険加入者数の推移
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乍綿層別では 40歳 代が最も

多く 次 いで SO歳 代 50競 代

の順となつており 如 歳代が最

も低くなっている。 (図6)

(イ)今 後の活動の意向

今後も活動したいかどうかに

ついては 57%が 「したいと忠

ケJと 啓えている (図 7)

男女別では大きな差異はない

が 男 性で rしたぃと思 うJと

答えた割合が昨年度に比ぺ 5ポ

イン ト程度低 くなつている。

(図る)

年齢層,Uでは 30歳 代が最も

多く Flい で 50歳 代 4'歳 代

の順となつている (図 0)

図6 地 域活動への多加者 (年齢層別)
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(ウ)活 動の分野

活動の分野では  「ま

図 10 活 動の分野
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男女別では 男 性が 「まちづ

くりの推進J 「 健康づくりJ

「りすイクルJの 順となってい

るのに対し 女 性では 「健康づ

くりjが 最も高く 次 いで 「リ

サイクル! 「 高齢者福祉J

「まちづくりの推進Jの 1民とな

つている.(図 11)
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また 年 締層別では 高 締に

なるほど 「健康つくりJ 「 ま

ちづくりのl■進J 「 高齢者価

社Jが多く 若 年層では「え療J
Iスポーツの振興J 「 自然保

護Jお`上位となっている。(図12)

lI)活動に多加できない理由

活動に参加できない理由とし

て  「健康や体力に問題があ

るJ 「 活動する時間がない1
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(男女別)図 14 活 動に参加できない理由
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男女別では  「何をしてよい

かわからないJで は男性の割合

が高く 「活動する時間がないJ

f健康や体力に問題があるJで

は女性の割合が高くなつてい

る (図 14)

年齢層別では 20～ 50歳 代で

「活動する時間がないJが 高い

割合を占めているのに比本 南

節者層では 「催廃や体力に関題

があるJか 最`も大きな理由とな

つている。また てまとんどの年

齢層において  '何 をしてよい

かわからないJが 高くなってい

る。(図 15)



(2)県 民活動団体の活動状況

県氏活動同体数については や まぐち県民活動支援センターの登録団体数が 年 々増加 してお

り ま た 市 町村域の県民活動支援拠点の登録団体数の伸び尊からみて若実に増加しています

特に NPO法 人については 県 認証法人数が平成 15年 度から1年 間に50団 4f弱増加 して

おり 県 民活動団体による活動が活発化していることわ`うかがえます.

NPO法 人の活動分野においては 「保健 医 療 福 祉の増進J 「 まちづくりの推進Jや 「社

会教育の推進Jが 多くなつています ま た 県 民活動団体の活動分野では 「子どもの健全育成J

や 「社会教育のfF進J 「 環境保合一般Jが 前回調査と比本割合が高くなっており 子 どもに関

わる社会情勢を反映した子どもの健全育成や社会教育の推進 環 境問題に対する取組など 昨 今

の地域のニーズや課題に対応した活動が行われています.

県民活動団体の状況については 会 員数が 10名 から29名 までの期安力`一番多く 小 鋼賞な

団体が多くなっています。また 支 出総額をみると 50万 円未満の団体の常1合が 前 回より増

加しています こ のことから 地 域における多様なニーズ 縦 題に対応した小期資ながら地域密

着型の新しい県民活動団体がここ最近教多く生まれてきていると考えられます

一方で 県 民活動団体が直面する問題として 「新規の会員募集が難しいJ 「 会員の高齢化J

を指摘する割合が前回謂育と比へ増えているほか な 然として 「活動資金の不足」わ`多く指摘さ

れています

また 県 民活動団体か県に期待する文援策は  「県どの協陶の推進Jわ 最ヽヽ多く つ いで 「場
「公ヨt施設の利用料の割引や優先¬1用Jな どがあげられています。所や機材等の提供J

以上のことから 県 民活動LH体が一層活動しやすい環境をつくるためには 団 体の自主性や主

体性を群意しつつ 人 材の育成 ネ ットワークの形成 財 政面の充実 支 援拠点の整備など団体

のユーズに応じた支援の取組ど関係機関と遵擁して進めることが必要です。

- 1 0 -



ア 登 録団体競

やまぐち県民活動支般センタ
ー及びその他の支援拠点等の登

録団体数は年々増加している。

(図16 図 17)

なお 値 々の文接拠点によつ

ては 登 録制度を採っていない

ところもある

図 lo や まぐち県民活動支援センターの登録団体数の推移
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イ NPO法 人

山日県の NBO法 人数は年

=増 加してぃる。 (図18)

また 活 動分野も多岐にわた

つている  (図 19)

図 18 NFO法 人数の構移

図 19 NPO法 人活動分野】J割合の推移
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ウ 「平成 17年度県民活動団

体に関する調査J(平 成17年5

月実施)の 結果について

17)会員数
一人で会を作り現れの会真

数 1る というものから 地 区住

民の全体が会員という団体もあ

つた 一 密会員数の少ない団体

は会員 1名 であリ ー 番多い団

体は88118■ の回作であつた.

昨年 と'しぺ大きな変化はな

い (図 20)

(イ)活 動年数

120年以J二Jが みク%と 最

も多い。次いで多いのが 「S年

以上 10年未満Jが 1ク'% 「 10

年以 し'S年未満Jが lS S% “

年以上 3年末満Jが 155% 「 3

年以上 5年 未満j力Sl18%な ど

となっている

昨年に比べると 活 動年教

が 3年末満の各層の割合が高ま

っており 新 しい団体が生まれ

ていることがうかがわれる

(図21)

前室票の回収状況
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(ウ)団 体活動の中で重要な活動

分野

回答教が最も多かつたのは

「子どもの健全育成Jで 387"

となっている こ のほか  |ま

ちづくりの推進Jが 353% 「 社

会教育の推進Jわ 3`32% 「 環

境保全一般JかS247% 「 高齢

者福祉Jが 234%な どであった

(図22)

lI)支出総額 (平成 15年度)

平成 15年 度の団体の支出総

額は 「10万 円未満Jが 如 503

110万円以上 30万 円未満Jが

1''% 次 いで 向∞ 万円以上

5m万 円未満J力S171%で あっ

た

経済的基盤は相当の開きがめ

り 前 国に比べると 「SO万 円

未満」の団体の割合が増加に対

して SO万 円以上の団体は各層

で割合が低くなった。 (図23)

図 22 団 体活動の中で重要な活動分野
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0)収 入源

活動団体の収入涙について

主な収人源を3つ まで示してヽ

らった。

全体的には  「会費収入Jわ｀

,48%で もっとも多く 次 いで

「市町村からの補助金 助成金J

が 33'%で  こ の二つが大部分

を占ある 以 下  「個人からの

寄付金J227% 「 収益事業か

らの離逆登J178% 「 県から

の補助金J165% 財 団を含む

「民FH3団体からの助成金J15,

% 「 企業からの寄付金J55%

と続く。昨年に比本ると 「 県

からの補助金 PJ成 金jの 割合

尊は高まり 「 市町村からの細

助金 助 成金」等の割合は低下

している (図 24)

(力)活 動拠点

事務所などの活動拠点につい

ては 全 体では 543%が メン

パーや全員の個人宅や勤務先に

置かれている

昨年に比べると 公 民館や社

会福祉協議会ttの「公共施設内J

の割合が大きく低下しているの

に対して  r個 人の事務所J

「団体専用の事務所を借りてい

る」等の割合が高まっている.

(図25)

図 2 4 収入源
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(キ)活 動団体がいま直面してい

る問題点

団体活動を行うに当たって

困っている事柄を5つ まで指摘

してもらつた。

もつとも大きな課題は 「新規
の会員の募集Jで  539%の 団

体が困つていると客えている

次に大きな課題は  「活動資金
の不足Jで 405%で ある。

昨年に比末ちと 「 会員の高

補化J 「 会員の集まる時間が

ないJの 割合が高まつている

(図26)

の 活動団体が県に期待する受

援策

果に対して期F7する支援策に
ついて主なもの3つ まで回答し

てもらった。
全体的には  「県との協価の

推進J(新 規調査項日)力iもっ

とも多く期待され 418%に 及

ぶ。 第 2は  「場所や物品 機

材年の提供Jで '1%で ある。

第 9が  「公共施設の割引や低

先利用Jで 211%で ある。

前回に比べると 「行政情報
の提社」 「 公共施設の子U用料

の宮1引や優先利用J 「 県 (日)

税の優遇措置Jの 割合が高まっ

ている (図27)

図 26 活 動団体がいま直面している問題点
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ひ)行 政との協力 協 駒の重要

性

行政との協力 協 働に関して

は  「重要だJと いう回答 (「非

常に重要J 「 どちらかといえ

ば重要Jの 合計)がキilまo割 と

なっている。また  喧 要では

ないJと した団体も08%と 05

ポイント減少している.(図 28)

0行 政との速強姿勢

行政と団体との関係形成がど

うあるべさかという設問では

3つ の選択肢 (「その他」を合

めれば4つ )を 設け こ つだけ

選んでもらつた。

結果は 前 回と同様  「 自立

性を尊重しつつ部分的に協力す
べきJが 全体の4分 の3を 占め

た。 (図29)

ll〉他団体との交流の意向

活動団体の交流の実態に関し

て 程 度別に Sつ の選択肢を認

け 1つ だけ選んでもらった。

前回に庭本  rた まに交流す

る程度J 「 日頃から積極的に

交流しているJの割合が低下し

「全く交流をしていないJの 割

合が高くなっている。(図30)
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の 他団体との交流内容

(サ)で 「積極的に変流してい

るJ又 は 「たまに交流するJ と

回答 した団体に 交 流 協 力の

内容を尋ねた (3つ までの複数

回答方式).

最も多い口蓉は 「イベント等

の共ltJ 457%で  次 ぃで 「イ
ベントなどにおける情報変換J

370% 「 活動情Vlの交換J30,

%と なっている (図 01)

図31 1b団 体との交流内容
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(3)県 民活動支援拠点の状況

県内に1ま 県 域又は広城の支援拠点がやまぐち県民活動支援センターの1ユか 11施設あり 市 町

11域の支援拠点である市民活動支援センターや市mェ村ボランティアセンターなどが Ⅲ9施設あり

ます

県が設置しているやまぐち県民活動支援センターでは 来 所者は年々増加してお , 昨 年度に

は 5千人近くが利用し 県 民への周力1も進んでいます 主 な業務である相談業務については 近

年のNPO法 人設立の瑠"pを反映して同法人の認証申請関係の構餃が増加しているほか セ ンタ
ーの利用等に関する榔設も倍時するなど支援拠点としての役割が十分発揮されています。また

さぽ―どメールやホームページなどによる様力な情報発信を行つているほか ワ ークションプセ

ミナーやマネージメントセミナーなどの支援活動について や まぐち県民活動さらめき財同と連

携して開催 しています

市町村における県民活動支援の中心的拠点である市民活動支援センターにおいては 7市 に9

施設あり 画 域におけるⅢ心市部にはま整備されていますが そ の形態は公設公営から民設民営

まで様々であり 支 援活動状況についても 情 報収集 提 供や活動の相談の1まか 施 設によつて

は人材育成 交 流会 意 児変換会などの事業を行つているところもあるなど 活 動内容に幅があ

ります。また 市 町利合併に伴い ヨ ミュニティ活動などを新しいまちづくりの役割を担うもの

として位置付け その活動の一層の促進を図るたあに支援センター等の拠点整備の推進を図ってい

るところもあります。

県民活動の Ft達のための環境づくりを進めるためには や まぐら県民活動支壊センターにあつ

ては県下金域にわたる県民活動の中核的な拠点として 市 民活動支援センターにあつては地域の

県民活動の文撰拠点として そ れぞれの役割に応じた機能の強化と充実を図つていくとともに

相互に連携して県民や県民活動団体の■―ズに応 じた効果的な支援を行っていくことが必要で

す ま た 市 町村における県民活動支援拠点の整備については 県 内各地扱において 市 町村合

併後の新しいまちづくりを観野に入れながら 各 市町村が主体的に取り組んでいくことが獅付さ

れます

- 1 0 -



ア 県 民活動支援拠点の設置状

況等

平成 16年 度水で 県下全域

を活動的図とする処点が 5施

設 広技の拠点が7施 F.t市 町

村域の拠点が 119括 設あり

様々な文崚活動を行つている。

(衰2)

イ やまぐち県民活動支援セン

ターの状況

(ア)主 な支援活動

NPO法 人設立など環民活動

に関する相談 情 報収集 提 供

のほか ワ ークシュップセミナ
ーなどの人材育成 交 流会 志

見交換会などの事業を行つてい

る

O 来 所者数の推移

平成 11年 10月のオープン

以来 平成 17年 3現までに県

民活動支援センターに来所き

れた人の数は 界 計で延本

22a53人 であ, 年 ■増加し

ている

平成 16年度li過 去最多の

4965人  月 平均で 414人 か

市れている (図 32)

表2 設 置状況
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Wf十

“F,コ■

"4Ⅲ

51崎 j

lUfⅢ,pl■

国32 来所者幾の推移
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11年 度は 10月 ～3凋 までの6″ 現間の状況(注)
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② 主 な相談 隠 会内容

NPO法 人の認証件数の増

,1を裏イ1け るように N,0

法人の認言l申詩関係のは1合せ

" 群`を抜いている (図 | )ヽ

(イ)ホ ームベージの利用

ホーム央―ジアクセス数は

平成 17年 3月 末には 昂 討で

'85m‖ :い 平均約 1332件 )

となつている ま た  「県嵐活

動スー/ベーネットJのホーム水

―ジで コンテンツの充実や他

の県民活動支硬機関等との連

携を図っている (図 03)

ウ 市 民活動支援センターの主

な支援活動

情那収集 提供や活動の和談

のにか 妊波によっては 人 材

育成 交流会 意見交換会など

の事業を行っているところも

ある

また 施設内に会議年 (ス本

―ス)事 務機器等を設置 し

活動拠 点としての設備の充実

を図っている.(表 3)

図33 主な相談 紹 介内容
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図 34 ホ ーム本― ジアクセス数
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表 3 施 絞整備状況
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